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ご質問にお答えします

公的年金を受けるようになったのですが？

Ｑ＆Ａ

Ｑ

Ａ

（注）この表は、納税者が公的年金のみの収入の場合で、妻（69歳以下）は、収入がなく、他の
　　納税義務者の扶養家族になっていないものとして計算しています。

（参考）収入が公的年金のみの場合で市県民税・所得税がかからない方

ただし、公的年金を受給していても市県民税の申告が必要な場合があります。
 例１ 公的年金以外に他の収入があった方
 ２ 「公的年金等の源泉徴収票」の配偶者及び扶養親族の欄等に変更のある方
 ３ 公的年金合計額が下の表の  『市県民税』  の欄の金額を超える方

※１～３にあてはまる方や所得税が差し引かれている方等で、確定申告書
　を税務署に提出した場合は、あらためて市県民税の申告をする必要はあ
　りません。

納税者本人
事　例

本人のみの場合

妻がいる場合

64歳以下 65歳以上

市 県 民 税 所 得 税 市 県 民 税 所　得　税
均等割
　　 980,000円以下
所得割
　  1,050,000円以下

1,080,999円以下

1,514,666円以下

1,580,999円以下

1,960,999円以下

均等割
　  1,470,667円以下
所得割
　  1,860,001円以下

均等割
　　  1,480,000円以下
所得割
　      1,550,000円以下

均等割
　      1,928,000円以下
所得割
　      2,220,000円以下

　私は、昨年65歳になり公的年金を受けるようになりました。昨年中は収入
が公的年金のみで148万円ありました。市県民税の申告は必要でしょうか。
また、市県民税はかかるのでしょうか。

　申告の必要はなく、市県民税もかかりません。
　65歳以上で公的年金収入が148万円以下の方は、市県民税は非課税に
該当しますので、申告の必要はありません。
　なお、64歳以下で年金収入が98万円以下の方は、市県民税は非課税に該
当しますので、申告の必要はありません。

※平成23年分から、収入が年金のみで収入額が400万円以下の方は所得税の確定申
　告が不要となりましたが、  控除を追加する場合、  または年金以外の収入があり、
　かつその所得の合計額が20万円以下の場合は、市県民税の申告が必要となります
　のでご注意ください。
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（2）法人市民税

＋

　①均等割額の計算

＝

＝

×

　・均等割の税率は、法人の資本金等の額と従業者数により次のように決められています。

　法人市民税は、市内に事務所や事業所などがある法人と、人格のない社団などにかかる税
で、個人市民税と同様に、均等の額を負担していただく均等割と、法人等の利益に応じて負担
していただく法人税割とがあります。

納 税 義 務 者
納める税割

均等割 法人税割
市内に事務所や事業所がある法人 ○ ○

市内に寮や保養所などのみをもつ法人 ○

公益法人等で収益事業を行わないもの ○

　◆法人市民税を納める主な法人（納税義務者）

　◆税額の計算

均等割額

均等割額 税率 事業所等を有していた月数
12

法人税割額 法人市民税額

50億円を超える法人

10億円を超え、50億円以下である法人

1億円を超え、10億円以下である法人

1,000万円を超え、1億円以下である法人

1,000万円以下の法人等

①公共法人及び公益法人等（独立行政法人で収
益事業を行うものを除く）

②人格のない社団等で法人とみなされるもの
③一般社団法人及び一般財団法人
④保険業法に規定する相互会社以外の法人で資
本金の額または出資金の額を有しないもの

50人を超えるもの

50人以下のもの

50人を超えるもの

50人以下のもの

50人を超えるもの

50人以下のもの

50人を超えるもの

50人以下のもの

50人を超えるもの

50人以下のもの

3,000,000円

410,000円

1,750,000円

410,000円

400,000円

160,000円

150,000円

130,000円

120,000円

50,000円

50,000円

資　本　金　等　の　額　  ※ 1 いわき市内の従業者数 税　率（年額）

※１ 平成27年４月１日以後に開始する事業年度より、「資本金等の額」と「資本金及び資本準備
 金の合算額」を比較して、大きい方の金額を税率の判定基準として適用することになります。




